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Abstract

 The goal of this paper is to reveal the functions and issues of a regional association in the Pacific Islands 
（Pacific Islands Forum: PIF） to achieve economic independence of its member countries through viewpoints of the 

economy of scales.  To achieve the goal, it is important to compare the roles of PIF with those in the Caribbean.  
Caribbean Community （CARICOM） was selected because PIF is seeking for establishment of Pacific Single Market and 
Economy （PSME） modeling CARICOM.  Comparative analysis of both PIF and CARICOM was conducted through 
careful research and review of aid transitions received by the member countries as well as interviews with responsible 
government officials of four PIF and three CARICOM member countries.
 It made clear through this research that both regional associations were economically ineffective due to 
insufficient regional trade activities and provisions of goods and services.  However, collective bargaining against 
developed countries and in international communities was recognized as effective actions in both PIF and CARICOM.  It 
seems that these regional associations have mainly and effectively functioned not economically but politically against 
developed countries and in international communities. 
 When each country in PIF and CARICOM is categorized based on its dependency on foreign aids, the countries 
that are dependent on foreign aids tend to view the regional associations as areas to emphasize their common interests.  
However, those that are not dependent on foreign aids show their dissatisfaction in terms of policy implementation by 
each country due to their different economic goals and disparities.  It seems that there are subtle gaps of effectiveness in 

both regional associations.
 By recognizing the above functions and issues of PIF and CARICOM, this paper concludes that it is important 
to consider the expansion of regional trade and the fulfillment of economic functions to achieve economic independence 

of PIF member countries.

I．研究の課題と調査方法

1．研究の課題
　本研究の課題は、規模の経済の観点から、カリブ海島嶼地域連合の役割と比較することによって、太平洋島

嶼地域連合加盟国が経済自立を達成するための機能と課題を明らかにすることである。

　過去数年間、太平洋に存在する小規模島嶼国の経済自立について研究を重ねている。筆者が考えている経済

自立とは、経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）援助受入国リストから卒業し、独自の経済政策
を展開できる経済レベルである。現在、多くの途上国が援助を受け取っている。その見返りとして、国際場裡

等において途上国は先進国の立場を支援するという行動をとっている。特に、多くの援助を受領している太平
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洋島嶼国は、援助拠出国の立場を国際機関等にて顕著に支持している 1。しかしながら、多くの文献資料 2を

研究し、調査を繰り返してきた過程で、規模の経済の観点から小規模島嶼国が単独で経済自立を果たすのは難

しいのではないかという考えに到達した。確かに、原油のような天然資源を保有していたり、経済大国と近接

し多くの観光客を呼び込んで経済自立を果たしてきた島嶼国は存在する。しかしながら、天然資源をほとんど

保有せず、経済大国との地理的な遠隔性を持っている島嶼国の経済自立はかなり難しいように思える。そこ

で、規模の経済の観点に基づき、太平洋島嶼地域連合全体としての島嶼国経済の分析を行ない、太平洋島嶼地域連

合の機能と課題を明らかにする必要性があると考えた。また、太平洋島嶼国の地域連合である太平洋諸島フォ

ーラム（Pacific Islands Forum: PIF）は、カリブ海島嶼地域に既に存在するカリブ共同体（Caribbean Community: 
CARICOM）をモデルとして太平洋単一市場・経済（Pacific Single Market and Economy: PSME）の構築を考え
ている 3。 そこで、PIFと CARICOMを比較研究することも重要であると考え、本研究を開始した。
　太平洋及びカリブ海島嶼地域における地域連合についての文献は既に存在する。今井（1990）は当該地域の
共通点として、経済規模の小ささと貿易（特に輸入）依存度が著しく高い経済的従属性の問題を指摘した。佐

藤（1997）は島嶼国のような最小国家の特徴は、周辺化や衛星化され政治経済的な対外従属を維持しているこ
とであると論じている。松本（2005）は島嶼国による統合スコープを拡大するための要因として、地域連合の
体系にサブリージョナルな機構のレジームを重層的に組込むことの重要性を掲げた。Briguglio et al.（2005）は
小国の一人当たり GDPが経済的脆弱性よりも、マクロ経済的安定性・ミクロ経済的市場効率性・ガバナン
ス・社会的統合という経済的弾力性に関係すると論じている。また、Powell（2005）は収斂理論（convergence 
theory）の観点から統合は経済開発と制度開発が発達した段階でのみ成功するとし、太平洋における島嶼国の
制度統合はリーダーシップと政治的エネルギーを非効率的に消費しているために無駄な努力になってしまうと

論じている。しかしながら、カリブ海島嶼地域連合と比較しながら、太平洋島嶼地域連合の機能と課題につい

て研究したものは未だにない。

　なお、カリブ海島嶼地域と比較しながら太平洋島嶼地域連合の機能と課題を解明する最大の理由は、経済的

な小規模性や経済大国への地理的遠隔性という不利な点を有する島嶼地域連合が島嶼地域全体にもたらす利益

を分析することによって、太平洋島嶼国の経済自立過程を研究するという筆者の研究の一環として本研究の課

題設定に最適な事例であると考えられるからである。

2．研究の方法
　上述した研究の課題を整理・考察するために、統計資料を通したマクロ的かつ関係者へのインタビューを通

したミクロ的な視点を主題化しなければならない。そこでまず、太平洋島嶼国及びカリブ海島嶼国への支援国

別援助額の変遷（付表 1）と太平洋島嶼国及びカリブ海島嶼国の国家歳入における援助割合の変遷（付表 2）
を明らかにするための調査を行った。支援国別援助額は、島嶼国ごとの支援国による援助額を明らかにするこ

とにより、各支援国による各島嶼国への援助の力の入れ具合を明確にすることができる。なお、国家歳入にお

ける援助割合の変遷は、各島嶼国の援助依存度を明らかにすることにより、当該国の経済的自立性を比較する

ために活用する。

　また、2010年 7-8月に太平洋島嶼国及びカリブ海島嶼国の政府関係者に対するインタビューを試みた（付
表 3）。インタビュー対象国は、パラオ共和国・マーシャル諸島共和国・フィジー諸島共和国・サモア独立国・
ジャマイカ・ハイチ共和国・ドミニカ共和国の計 7ヶ国である。インタビュー調査はインフォーマントの訪日
時に対面形式で行った。なお、当該国への主要質問事項は、（1）経済情勢、（2）他国との関係、（3）地域連合
のメリットとデメリットである。それぞれの国のインフォーマントは各国の政治・経済に長年にわたって携わ

っており、本研究にとって重要な人物であると考えるが、他国との政治的な問題についてもコメントをしてい

1　Island Times. 2011. “Palau Tops in Supporting U.S. at United Nations.” May 12.を参照。
2　 例えば、Lewis（1954）、Sen（1999）等の開発経済の本流では経済規模の大きな途上国における研究がなされており、経
済規模が小さく経済大国からの地理的遠隔性を持った途上国の情勢に当てはめることが難しい。

3　Scollary and Stephenson（2010）を参照。
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る場合があるので氏名または地位の公表については差し控える。なお、調査方法は以下の通りである。まず、

質問内容の誤解を避けるために、インタビューを実際に行う約 1週間前に Eメールにてインフォーマントに
対して主要質問事項を送付した。ヒヤリング当日は、許可が下りずに実施することができなかったケースも存

在するが、インフォーマントの了解を得て録音を行った。主要質問事項に沿って質問をするフォーマル形式を

試みたが、発言内容によっては、特定のテーマについて筆者から積極的に特定の質問をする場合も存在した。

インタビュー終了後には録音（またはインタビュー内容のノート記録）内容のテープ起こしを行い、その内容

を各インフォーマントに送付して確認を依頼した。こうした経緯を通じて、ある程度のデータの信頼性は確保

できたと判断できるだろう（佐藤 , 2006）。その後、これら太平洋 4ヶ国及びカリブ海 3ヶ国の政府関係者へ
のインタビュー・データを分析・評価した。

　上記のようにして入手されたデータに基づき、以下では具体的な分析を試みるが、まず事態の推移を外観す

ることから始めることとする。問題の概略を把握した上で、カリブ海島嶼地域連合と比較・検討しながら太平

洋島嶼地域連合の機能と課題を明らかにする。そこでまず第二節にて、太平洋島嶼地域及びカリブ海島嶼地域

における地域連合の推移を概観する。次に、第三節にて統計資料及びインタビュー・データから得られた当該

島嶼地域における地域連合の機能と課題を考察する。第四節は、それらを踏まえ、太平洋島嶼地域及びカリブ

海島嶼地域における地域連合の機能と課題を整理し、筆者が定義する経済自立に向けて求められている改変を

明らかにし、結論とする。

II．太平洋島嶼地域及びカリブ海島嶼地域における地域連合

1．太平洋島嶼地域における地域連合
　太平洋島嶼地域における代表的な地域連合は、太平洋諸島フォーラム（PIF）である。PIFは 1971年に南太
平洋島嶼国によって形成された南太平洋委員会（South Pacific Forum）を起源とする。2000年には、参加国の
地理的条件を反映するために PIFへと改称し、現在、事務局をフィジーにおき、太平洋地域の 16ヶ国・地域
（豪州とニュージーランド（ANZ）を含む）をメンバーとして有している。その主な目的は政治的な連合であ
るが、開発・漁業・医療・教育等とその活動内容は多岐にわたっている。また、欧米・東アジア等の国々との

大臣級の会合も開催している。

　PIFは 2005年に、域内の更なる協力と統合の枠組みを通して太平洋島嶼国が直面する経済的な小規模性や
経済大国との地理的遠隔性のようなユニークな局面に対処するために、新しく革新的なアプローチを提案する

太平洋計画（Pacific Plan）という 10ヶ年計画を作り上げた。太平洋計画は、生活水準の向上と様々な機会へ
のアクセスの増加等を可能とするために、地域主義を通した経済成長・持続可能な開発・良い統治・安全保障

という 4つの柱を形成している。また、労働者の自由な移動の可能性を考慮することや ANZとの経済協力を
促進すること等により、域内の貿易及びサービスと経済協力の包括的な枠組み合意に向けての行動を長期的な

目標として定めた。

　太平洋計画の事前調査において発行された「太平洋計画背景報告書（Pacific Plan Background Paper）」による
と、太平洋計画の目的は地域で協力・共有することによって、最も利益を得ることができる分野を探すことで

あった（Pacific Islands Forum Secretariat, 2005a）。太平洋島嶼地域は地域協力と統合を強化することによって、
多くの分野を向上することを目指そうとしていると解釈できる。そこで、孤立による不経済を避けるために、

効果的に国家主権を強化しながら、地域が主導して持続可能な経済を可能にしようとし、4つの柱の中でも特
に経済成長と良い統治の構築が重要であると認識している。そして、ANZとのパートナーシップを重視し、
様々なアプローチと地域同盟の適切性を考慮している。スレード（Slade）PIF事務局長は貿易の自由化は低速
であるが漁業・海運・会計監査・オンブズマンサービスにおける地域協力は強化されている（Pacific Islands 
Forum Secretariat, 2010）と評価するが、Powell（2005）が指摘するように、現在、太平洋島嶼地域は地域とし
ての制度の統合準備を整えきれていない。「太平洋計画年次向上報告書（Pacific Plan Annual Progress Report）」
によると、太平洋計画の第 1の柱である経済成長を促す域内貿易合意の達成にもほど遠いというのが現状であ
る（Pacific Islands Forum Secretariat, 2007）。
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　現在、PIFは太平洋単一市場・経済（PSME）の構築を考えているが、その地理的分散性から輸送と通信と
いう太平洋域内貿易にとっての大きなハードルを抱えているために、PSMEの経済効果は全体的にあまりあが
らないと予想されている。しかしながら、Scollay and Stephenson（2010）はその小規模性と能力制限に対処す
るために、資源の節約と地域共同物品購入を実施することにより利益が見込まれると考えており、将来的には

通貨統合とマクロ経済調整が可能となると報告している。

　太平洋島嶼地域における地域連合はすでに存在するが、域内の協力と統合を促すような更に発展した経済段

階へのプロセスを遂行している状態にあるというのが現状であり、PSMEを構築しようとする段階には未だに
至っていないと考えられる。

2．カリブ海島嶼地域における地域連合
　カリブ海島嶼地域にはカリブ共同体（CARICOM）が主要な地域連合として存在する。CARICOMの起源は
1958年に設立された西インド連邦（West Indies Federation）である。西インド連邦は、カリブ海島嶼地域にお
ける政治統合を目的とした 1956年の英領カリブ連邦法（British Caribbean Federation Act of 1956）に基づいて
構築された。しかしながら、その目的はジャマイカやトリニダード・トバゴによる連邦離脱・独立によって達

成することが不可能となり、西インド連邦は 1962年に解体された。その後の 1965年に、カリブ自由貿易連合
（Caribbean Free Trade Association: CARIFTA）が設立された。CARIFTAの目的は域内の均衡開発を助長するこ
とであり、域内貿易の増加・輸出産品の多様性を含む貿易の多様化・貿易障壁の撤廃を含む貿易の自由化・中

小企業保護のための規則策定を含む公正な競争の保証を目指したものである。また、自由貿易を促進するため

に、自由貿易の利益の平等分配と域内途上国の産業開発を試みた。そして、域内途上国の開発のために、域内

途上国において重要なココナッツ産業の開発・農業産品の合理化（暫定的には域内途上国の重視する特定の農

業産品市場の成長を促す）・域内途上国の歳入に重要な特定産品の関税を撤廃するための長い交渉期間の設定

を行った。しかしながら、CARIFTAは労働者と資本の自由な移動と農業・工業・域外共通経済政策の調整を
行うことができなかった。その後、カリブ海島嶼地域において自由貿易を超越する共通市場を望む論理が広ま

り、1973年に CARICOMが形成された。CARICOMは現在、事務局をガイアナにおき、カリブ海地域の 15ヶ
国・地域をメンバーとして有している。その主な目的は、国際的に競争力のある産品を生産し、サービスを供

給する基礎となる要因の自由な移動を促進する単一市場・経済への移行である。

　佐藤（1997）は、以前のカリブ海島嶼地域はヨーロッパに輸出される商品作物の生産地で、ヨーロッパとア
フリカの結節点であり、「最初の周辺」（佐藤，1997 p.327）であったと論じている。そのため、ヨーロッパ
（特に英国）はカリブ海島嶼地域を重視し、カリブ海島嶼地域もその政治・経済をヨーロッパに大きく依存し

た。そして、今井が「英国の EC加盟により、CARICOM諸国・非独立地域と英国との経済関係はかなりの打
撃を被ることが予想され、それを前提とした上で、英連邦カリブ地域の域内協力をより強化する組織作りがめ

ざされたのである」（今井 , 1990 p.293）と述べているように、カリブ海島嶼地域は域内組織の突如とした空洞
化を阻止するために地域連合の形成を考えなければならない状態に陥り、自ら地域連合を形成したと考えられ

る。このようにカリブ海島嶼地域において地域連合が形成された背景には、脱植民地化と非常に強い政治的要

素があると言っても過言ではない。

　現在、CARICOMでは、その関係組織である東カリブ諸国機構（Organization of Eastern Caribbean States: 
OECS）において東カリブドル（East Caribbean Dollar）という共通通貨が流通している。松本（2005）による
と共通通貨の流通の要因は植民地時代以来、効率的に貨幣を供給する必要性があったことであると指摘されて

いる。また、1983年には東カリブ中央銀行（East Caribbean Central Bank）を開設し、域内の共通通貨政策を実
施・監督している。Scollay and Stephenson（2010）によると、東カリブドル及び東カリブ中央銀行の創設は、
カリブ海島嶼地域における外国経済の影響に対する脆弱性を抑止するためであると指摘されている。

　共通通貨の流通以外の単一市場・経済に向けた動きは、それほど大きくないというのが現状である。域内貿

易障壁の撤廃は実施されているが、松本（2008）によると域内貿易自体はそれほど大きくない。また、Scollay 
and Stephenson（2010）によると労働者の域内自由移動については、現在、熟練労働者の域内移動が優先され、
非熟練労働者の移動は未だに制限されている。なお、域外共通経済政策の調整にはかなりの時間がかかってお
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り、合意に至ることができるかは不透明な状態である。このようにカリブ海島嶼地域は単一市場・経済を構築

しようとしてはいるが、共通通貨の流通以外の項目の完全な実施には時間がかかるものと考えられる。

III．太平洋島嶼地域及びカリブ海島嶼地域における地域連合の機能と課題

1．地域連合の機能
　太平洋島嶼地域及びカリブ海島嶼地域における地域連合の機能は、当該地域の類似的特徴から判断されると

考える。筆者による島嶼国政府関係者へのインタビュー分析によると、（1）サービス部門が主な収入源、（2）
周辺島嶼国間の地域貿易は限定的、（3）先進国に対する集団交渉能力を持つ地域連合は有効であるという 3つ
の分析結果が両地域の類似的特徴として導き出された。

　両島嶼地域におけるサービス部門（特に金融及び観光）は、国家財政の大きな収入源である。「ドミニカ共

和国では、（国家）歳入の 60%以上がサービス産業からなる」（カッコ内引用者）とドミニカ共和国の政府関
係者は述べ、パラオ・マーシャル・フィジーの政府関係者も経済を促進するために観光業を重視している旨を

主張した。なお、松本は島嶼国において「観光業を柱とした経済発展をめざす国々（が）多い」（カッコ内引

用者）（松本 , 2005 p.153）と論じている。両島嶼地域では第一次・第二次産業よりも、サービス部門を中心と
する第三次産業を発展させようとする傾向があると言える。これは、経済規模が小さいため、インフラをあま

り必要としない分野を島嶼国が重視しているためであると見受けられる。

　周辺島嶼国間の地域貿易について、今井は「CARICOM域内の貿易がある程度のシェアーを占め……域内の
貿易補完関係が徐々に育成されてきている」（傍点引用者）（今井， 1990 p.286）と述べているが、インタビュ
ーを行った 7ヶ国全てのインフォーマントは周辺島嶼国間の地域貿易は限定的であると主張した。その理由と
して当該島嶼国はいずれも非産業小国であり、その経済規模は小さいということを指摘することができる。ま

た、松本（2005）が述べるように CARICOMにおいては 1980年代に輸入代替工業を目指した工業化政策が放
棄され、域内貿易が行き詰まった。なお、「（太平洋島嶼国と）同じ木々や果物を生産している」（カッコ内引

用者）とパラオ政府関係者が述べたように、先進国への輸出用第一次産品は砂糖・バナナ・コーヒー・海産物

等に限定され、「加盟国の経済に与える域内貿易の影響は相対的に小さい」（松本 , 2008 p.185）と判断できる
であろう。

　また、CARICOM加盟申請中のドミニカ共和国の政府関係者以外の 6ヶ国全てのインフォーマントは、先進
国に対する集団交渉能力を持つ地域連合は有効であると指摘した。それぞれの島嶼国が国際社会において意見

を主張しても大きな影響を与えることは難しいが、地域連合として集団化することによりパラオ政府関係者が

述べたように「我々は集団的に（国際機関等において政治的な）強い発言力を持つことができる」（カッコ内

引用者）と認識されているのである。例えば、国連における気候変動への対応やマグロの漁獲高の決定 4のよ

うに、主に集団交渉能力によって島嶼国が地域連合から得てきた政治的な利益は大きい。

　以上のように、太平洋島嶼地域及びカリブ海島嶼地域において、サービス部門によって占められる高い収入

の割合と周辺島嶼国間の限定的な地域貿易という制限が経済的な類似的特徴として見いだされた。そのため、

当該島嶼地域における地域連合は経済的ではなく、先進国に対する集団交渉能力を持つ地域連合は有効である

と認識されているように主に政治的に機能してきたと考えられる。

2．地域連合の課題
　多くの文献を読む限り、太平洋島嶼地域及びカリブ海島嶼地域における地域連合の課題は多く見受けられ

る。その代表的な例が、佐藤（1997）が述べるような旧宗主国との関係維持である。しかしながら、統計資料
分析と筆者による島嶼国政府関係者へのインタビュー分析によると、「彼ら（南太平洋諸国）は、英国や仏国

のような異なる国々のもとにあったため、我々とは分離している。我々は米国・日本・独国・西国に支配され

4　Pacific Islands Forum Fisheries Agency, http://www.ffa.int （June 6, 2011）を参照。
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ていた」（カッコ内引用者）とパラオ政府関係者が述べ、「多分、異なる（歴史的・文化的な）背景が全てのカ

リブを統一するために作用してこなかった」（カッコ内引用者）とドミニカ共和国の政府関係者が旧宗主国と

の歴史的・文化的背景の違いを各島嶼国が持っている旨を述べたように、旧宗主国からの援助関係に違いが見

られる。表 1は付表 1 を基にして作成したものである。セントルシアを除くカリブ海島嶼国においては全体的
に旧宗主国の直接的な影響をある程度受けていると見受けられる。しかしながら、太平洋島嶼国においては旧

宗主国が豪州・ニュージーランド・米国のように域内大国である場合には援助額上位五ヶ国入りした年数は多

いが、英仏のように域外にある場合（バヌアツを除く）には直接的な影響をほとんど受けていないと見受けら

れる。つまり、カリブ海島嶼地域では多くの国々が旧宗主国の直接的な影響をある程度受けている。しかしな

がら、太平洋島嶼地域において旧宗主国の直接的な影響を大きく受けている国々は、旧宗主国が域内大国であ

る場合であると考えられる。これはフィジー政府関係者が「フィジーの場合、宗主国は英国であった。しか

し、現在、我々は経済的に英国とは大きく結びついていない。……距離が近いため、我々は（豪・NZとの）
貿易関係を発展させた」（傍点・カッコ内引用者）と筆者のインタビューにて述べたように、旧宗主国の直接

的な影響は太平洋島嶼地域では旧宗主国との距離に関係していると見受けられる。

　また、太平洋島嶼国及びカリブ海島嶼国を次のように分類してみた。図 1は付表 2を基に作成した当該島嶼
国における援助比率の変遷であるが、上の円を援助依存島嶼国そして下の円を非援助依存島嶼国として分けて

分析を行った場合、筆者がインタビューを実施した対象国における地域連合の課題が顕著に表れた結果となっ

た。援助依存島嶼国とは、国家歳入に占める援助比率が大きく乱高下している国々も見受けられるが、全体的

に 20-80%である島嶼国である。また、非援助依存島嶼国とは、その比率が全般的に 20%以下で安定している
島嶼国のことを指す。なお、筆者がインタビューを行ったパラオ・マーシャル・サモア・ハイチは上の円の援

助依存島嶼国、フィジー・ジャマイカ・ドミニカ共和国は下の円の非援助依存島嶼国として分けられる。そし

て、その分析結果は（1）政策実施状況、（2）地域連合の有効性に対する認識の 2つの要因に差が生じている
と分類される。

　援助依存島嶼国は自立を経済目標として掲げているが、その政策実施状況は実施途中または作成中であると

いうのが現状である。マーシャル政府関係者は「政治的独立を獲得以来、我々の目標は常に経済自立を達成す

ることであった」と筆者のインタビューにおいて述べたが、資源がないために経済開発を実施するにあたり多

くの困難に直面しているとパラオとハイチの政府関係者は経済開発の難しさについて言及した。太平洋島嶼国

及びカリブ海島嶼国の共通点として今井（1990）が述べているように、経済規模が小さく、経済的従属性の問
題を抱えているということである。しかしながら、非援助依存島嶼国は持続可能な成長を経済目標として掲げ

ており、その政策実施状況はある程度実施済みでしかもある程度の成果を出している。特に「我々には Look 
Northと呼ばれる政策がある。我々はその政策から大きな見返りを得ている」とフィジー政府関係者は述べ、
ドミニカ共和国の政府関係者は「（フェルナンデス大統領は外国との経済合意を通して）ドミニカ国民の信頼

性保持を実施した。それが経済危機から立ち直るのに大きな影響を及ぼした。そして、この信頼性が世界経済

表 1　旧宗主国が援助額上位五ヶ国入りした年数
（1998－2007 年）
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危機の際にも継続的に建設業への多くの投資をもたらした」（カッコ内引用者）と述べた。また、ジャマイカ

政府関係者は「長期経済目標において、ジャマイカは国営航空と砂糖会社を分割し、公共企業を合併・合理化

し、説明責任と税制度プロセスを強化した」と述べた。城山（2007）が希少な資源を有効利用するために途上
国の自助が求められると主張しているように、政治的なリーダーが先導することによる自発的な政策実施が経

済状況に差を生んでいるのではないかと考えられる。

　援助依存島嶼国は全体的に共通利益を強調する場として地域連合を認識している。「全ての国々が考えとモ

デルを共有し、課題について話し合う」ことができ、「集団的発議」を行うことができるとサモア政府関係者

は筆者のインタビューにおいて述べた。援助依存島嶼国における地域連合の存在は肯定的にとらえられている

ということである。しかしながら、「（経済的な）不釣り合いはとても大きい」（カッコ内引用者）とフィジー

政府関係者が述べ、ジャマイカ政府関係者が「メンバー間の政策（枠組み）実施の矛盾（が）ある」（カッコ

内引用者）と述べたように 5、非援助依存島嶼国は域内における経済的な不釣り合いにより各国の政策実施に

差が生じていることに対して不満を持っており、地域連合の存在を否定的にとらえていることが明らかになっ

た。援助依存島嶼国と非援助依存島嶼国では、地域連合の有効性に対する認識に差が存在すると見受けられ

る。

　このように、旧宗主国との異なった歴史的・文化的背景を各島嶼国は持っており、政策実施状況と地域連合

の有効性に対する認識において援助依存島嶼国と非援助依存島嶼国との間に微妙なずれが存在することが明ら

かになった。これらは地域連合の課題として認識されるべきであり、この微妙なずれに対処する政策を構築す

ることが重要であると考える。

図 1　太平洋及びカリブ海島嶼諸国の国家歳入における援助比率の変遷

5　 Scollay and Stephenson（2010）によると、フィジーによる域内輸出は太平洋島嶼域内輸出の 70-95%を占め、パプア・
ニュー・ギニアは他の全ての太平洋島嶼 13ヶ国の GDPの合計よりも大きい GDPを持つ。また、松本（2005）によると
CARICOMは域内島嶼国を域内先進国と域内途上国に分け、当該途上国経済の発展への域内支援を実施することが試みら
れている。
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IV．結論

　太平洋島嶼地域及びカリブ海島嶼地域における地域連合は、それぞれの特徴を持っている。太平洋島嶼地域

連合では政治討議が中心的議題であり、カリブ海島嶼地域連合では域内共通関税や域内共通通貨等を通した域

内経済協力の促進が目的である。それぞれは様々な困難に直面しているが、カリブ海島嶼地域連合は政治的な

論議よりも、域内の経済統合を促進しようとしている段階にある。

　全般的に太平洋島嶼国では国家歳入における援助比率が高く、カリブ海島嶼国ではそれが低い。しかしなが

ら、旧宗主国への援助依存度はカリブ海島嶼国では高く、太平洋島嶼国では旧宗主国が域内大国である限りに

おいてその依存度が高いということが統計資料から明らかになった。また、非援助依存島嶼国のように総歳入

における援助の割合が低い国は、固有の経済政策を立案・実施し、成果を出す能力とインセンティブを持つ国

であり、その能力とインセンティブを有しない限り、有効な地域経済協力を構築することは難しいということ

もインタビュー分析から明らかになった。このことから、現在、太平洋島嶼地域は統一した経済政策を捻出す

るほどの政治的統一性を持っておらず、地域として独自の経済圏を構築する段階には至っていないという点が

指摘できる。そのため、太平洋島嶼地域連合における機能は、問題毎に、先進諸国に対して主に経済的ではな

く、集団交渉能力を持つことによって政治的に作用してきたことであると認識されているということが明らか

になった。また、その課題は、援助依存島嶼国と非援助依存島嶼国の間に地域連合の有効性に対する認識にお

いて微妙なずれが存在するということである。

　これらの機能と課題を太平洋島嶼国の経済自立に向けて活用するには、以下の改変が太平洋島嶼地域連合に

求められると考える。第一に、各国が商業として成り立つ多様な物品やサービスの質・量を確保し、貿易相手

国を域内で多様化し、域内貿易を活発化することである。第二に、太平洋島嶼地域連合が政治だけではなく、

経済的な機能を充実させることである。そのためには、例えばカリブ海島嶼地域連合が域内途上国を設置し、

政治的貢献への見返りとして域内先進国が域内途上国を援助するというような、域内における経済的不釣合い

を解消（格差是正）することが重要である。このように、域内貿易を活発化し、域内経済格差を是正すること

により、経済協力開発機構開発援助委員会（OECD-DAC）援助受入国リストから卒業し、独自の経済政策を
展開できる経済レベルを目指すことができるようになるのではないかと考える。

　現在、太平洋島嶼国では経済的な格差が見られる。しかしながら、今後、太平洋島嶼地域連合における経済

的な不釣合いという課題を克服し、政治だけではなく地域連合における経済的な機能の充実に向けた研究を行

い、太平洋島嶼地域連合加盟国の経済自立に向けての地域連合の果たす役割について更に追求していきたいと

考える。
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